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2Xp- 4　　　　　働く女性のライフスタイルと生活設計一看護婦の場合一

　　　　　　　　第４報　老後の生活設計について

　　　　　　　　　　　大阪城南女短大（非）○喜多智子　大阪樟蔭女子大学　一棟宏子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II　　　　　　伊海公子

　目　的：これまで、働く女性として看護婦を調査対象とし、ライフスタイルと人づきあい

　の現状について報告した。本報では、それらの現状を踏まえたうえで老後の生活設計にっ

　いての検討と問題点を分析する。

　方　法：前報と同様、対象を単身居住者（423件）、未婚で家族と同居している者（348件）

　既婚者（332件）の３グループに分類した。

　結　果:D老後の計画で大切なものに、既婚者は①経済的側面②家族の人間関係を、未婚

　者は①家族の人間関係②経済的側面を順にあげている。一方、老後の不安は３グループと

　も経済的側面と健康管理が７～8 割を占める。2）全体に老後は「趣味を楽しむ」「のんび

　り暮らす」という回答が多いが、既婚者では積極的な老後の過ごし方を望む傾向がみられ

　る。3）老後において介護が必要となった時、寂しいときの話し相手や外出時の付き添いな

　ど７項目において誰に助けを求めるかを３グループで比較した。７項目とも配偶者に介助

　を期待する比率が最も高く、特に既婚者に顕著である。友人への期待は、寂しいときの話

　し相手や外出時の付き添いにおいて、特に未婚者の期待が高い。他方、既婚者の期待はそ

　の半分以下にすぎない。既婚者は老後の生活設計において子供への期待が未婚者より低い

　にもかかわらず、子供に介助を期待する比率がかなり高い。また、老後の居住地の決定に

　おいても。子供と同居や近くに住む回答の比率が未婚者より高い。

2Xp-5　　　　　　就業女性と子育ての関わり～実態調査報告～

　　　　　　　　　　経済政策研　　　　　○金丸　桂子

　目的　人口構造の高齢化に伴い、女性労働力への期待が高まる中、仕事と育児の両立が

可能となる環境整備が求められている。現在、フルタイムの正社員して就業している女性

たちは、妊娠・出産・育児ととどのように関わってきたか、労働条件や保育行政に対して

どのような意見を持っているのであろうか。就業女性を対象に、勤務別（民間、官公・公

務）、育児休業制度の利用別に子育てとの関わり方を明らかにする。｀

　方法　日本労働組合総連合会の協力を得て、小学校３年生以下の子供を持つ就業女性を

対象に19 9 2年:L 2月～9 3年１月にアンケート調査を実施した（主査：篠塚英子お茶

の水女子大学教授）。調査対象は北海道から香川県まで1 2県。配布枚数4 7 5 0枚、有
効回答は2 3 7 9 （有効回答率　5 0. 1 ％)である。

　結果　①末子出産時に育児休業制度があった割合は4 6. 8 ％、利用率は5 8. 2 %で

ある。②末子出産後職場に復帰した時期は、育児休業を利用した場合約工Ｏヶ月後である。

官公・公務の方が民間より１ヶ月長く、標準偏差も小さい。③末子を保育所に預けた割合

は6 2. 4 %。預け始めた時の末子の平均月齢は11.3ヶ月である。また、育児休業制

度を利用した方が保育所利用率が高い。④現在、認可保育所に通っている子供の４人に１

人は、無認可保育所や共同保育などを経験している、⑤保育費用の負担が大きい、もしく

は徴収方法が不公平である、という意見が約６割と高い、などが明らかとなった。
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